
参考資料４ 

「今後の水銀廃棄物対策に係る廃棄物処理法施行令・施行規則等の 

一部改正に対するパブリックコメントについて」概要 

 

 
1．経緯 

 
○平成 27 年２月の「水銀に関する水俣条約を踏まえた今後の水銀廃棄物対策

について（答申）」を踏まえ、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令

及び施行規則等の一部を改正することとし、現在パブリックコメントを実

施しているところ（意見募集期間：平成 27 年９月 14 日～10 月 13 日）。 

 

２．改正の概要 

 

（1）水銀又はその化合物が廃棄物となったもののうち以下のもの及びその処

理物について特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物への指定 

  一廃：水銀使用製品廃棄物のうち一般廃棄物から回収した廃水銀 

  産廃：特定の施設から排出されるもの 

水銀汚染物又は水銀使用製品廃棄物から回収した廃水銀 

（2）(1)で指定された特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物に係る収集、

運搬、処分等の基準の改正 

①収集運搬方法及び保管方法の追加 

②中間処理方法及び処分方法の追加 

（3）水銀含有等産業廃棄物に係る収集、運搬、処分等の基準の改正 

①水銀使用製品産業廃棄物（環境省令で定める水銀使用製品廃棄物）の

収集・運搬基準の追加 

②水銀含有等産業廃棄物（水銀使用製品産業廃棄物及び環境省令で定め

る水銀汚染物）の処分等の基準の追加 

③水銀使用製品産業廃棄物について、安定型最終処分場への埋め立て禁

止の明確化 

(4) 廃水銀等の硫化施設の産業廃棄物処理施設への追加等 

 

３．その他 

 

大気汚染防止法施行令の一部を改正する政令案及び水銀による環境の汚染

の防止に関する法律施行令案等についても、現在パブリックコメントを実施

しているところ。 
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「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する

政令案」及び「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則の

一部を改正する省令案」等に対する意見募集（パブリックコメ

ント）について（お知らせ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１． 背景・趣旨 

平成 25年 10 月の「水銀に関する水俣条約」の採択を受け、早期にこれを締結し、

条約の趣旨を踏まえた包括的な水銀対策の実施を推進すべく、平成 26年３月に中央

環境審議会に「水銀に関する水俣条約を踏まえた今後の水銀対策について」が諮問さ

れ、同諮問は循環型社会部会及び関係の部会に対し付議されました。これを受け、循

環型社会部会に「水銀廃棄物適正処理検討専門委員会」が設置され、審議が進められ、

平成 27年２月に中央環境審議会会長から環境大臣へ「水銀に関する水俣条約を踏ま

えた今後の水銀廃棄物対策について（答申）」として答申がなされました。 

本答申では、水銀に関する水俣条約を踏まえた今後の水銀廃棄物対策について、水

俣条約における規定及び我が国が目指すべき方向性並びに我が国における水銀廃棄物

の状況を踏まえ、その環境上適正な処理の在り方として金属水銀及び高濃度の水銀含

平 成 2 7 年 ９ 月 1 4 日 （ 月 ）  

環境省廃棄物・リサイクル対策部 

産業廃棄物課 

代 表：0 3 - 3 5 8 1 - 3 3 5 1 

直 通：0 3 - 5 5 0 1 - 3 1 5 7 

課  長：角倉 一郎（内線 6871） 

補  佐：服部麻友子（内線 7872） 

担  当：渡辺  聡（内線 6885） 

担  当：西川 絵理（内線 6894） 

廃棄物対策課 

代 表：0 3 - 3 5 8 1 - 3 3 5 1 

直 通：0 3 - 5 5 0 1 - 3 1 5 4 

課  長：和田 篤也（内線 6841） 

補  佐：元部  弥（内線 6846） 

担  当：岩佐ゆい子（内線 6848） 

環境省では、「水銀に関する水俣条約を踏まえた今後の水銀廃棄物対策について

（答申）」（平成 27年２月中央環境審議会答申）等を踏まえ、廃棄物の処理及び清

掃に関する法律施行令及び施行規則等の一部を改正することとしました。改正案につ

いて広く国民の皆様からの御意見を募集するため、平成 27年９月 14日（月）から平

成 27年 10月 13日（火）までの間、パブリックコメントを実施いたします。  
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有物を廃棄物として処分する際の環境上適正な処理方法並びに水銀添加廃製品の環境

上適正な管理の促進方策、その他、必要な対策等や今後の課題が取りまとめられまし

た。答申は別添２のとおりです。 

また、東日本大震災を始めとする近年の災害の教訓として、災害により生じた廃棄

物を円滑・迅速に処理していくため、先般、廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び

災害対策基本法の一部を改正する法律（平成 27年法律第 58号）が公布されたところ

ですが、産業廃棄物処理施設における災害廃棄物の迅速かつ効率的な処理に資するよ

うにするため、同施設で災害廃棄物を処理する場合の特例について、対象となる一般

廃棄物を規定する必要があります。 

以上の背景を踏まえ、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令及び施行規則等の

一部を改正することとしました。ついては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施

行令の一部を改正する政令案」及び「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則の

一部を改正する省令案」等について、以下のとおりパブリックコメントを実施します。 

 

２． 意見募集の対象 

【別添１】「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令案」

及び「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則の一部を改正する省

令案」等の概要 

 

３．参考資料 

【別添２】水銀に関する水俣条約を踏まえた今後の水銀廃棄物対策について（答

申） 

 

※関係法令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律・施行令・施行規則等 

 

 

４．意見募集要項 

（１）意見募集対象  

  ２．に掲げる資料（別添１） 

（２）意見募集期間 

平成 27年９月 14日（月）～ 平成 27年 10月 13日（火） 

（３）意見提出方法  

次の様式により、郵送、ファックス又は電子メールのいずれかの方法で提出してく

ださい。 

（意見提出様式） 

［件名］「「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令案」

及び「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則の一部を改正する省令案」等に

対する意見」 

（郵送の場合は、封筒に件名を赤字で記載して下さい。） 
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［氏名］（※企業・団体の場合は、企業・団体名、部署名及び担当者名） 

［住所］ 

［電話番号］ 

［ファックス番号］ 

［メールアドレス］ 

［意見］ 

・該当箇所（※どの部分についてか該当箇所が分かるように明記してください） 

・意見内容 

・理由（※根拠となる出典等を添付または併記してください） 

（注意事項） 

・御意見は日本語で提出してください。 

・郵送または FAX の場合は、Ａ４版の用紙にて提出ください。 

・電話や匿名での意見提出はお受けいたしかねますので御了承ください。 

（４）意見提出先  

環境省 大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 産業廃棄物課 

郵送の場合 〒100－8975 東京都千代田区霞が関 1-2-2  

ファックスの場合 03-3593-8264  

電子メールの場合 hairi-sanpai@env.go.jp 

（５）資料の入手方法 

  ①インターネットによる閲覧 

・環境省ホームページ  

・電子政府の総合窓口［e-Gov］  

②郵送による送付 

郵送による送付を希望される方は、82 円切手を貼付し、宛先に送付先の

郵便番号、住所及び氏名を明記した返信用封筒（定型封筒）を同封の上、

「『「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令

案」等』関係資料希望」と封筒表面に明記し、上記「４.（４）意見提出

先」の郵送の場合の宛先まで送付してください。 

切手が貼付された返信用封筒が同封されていない場合は受け付けかねま

すので、あらかじめ御了承願います。 

 

（注意事項）  

・ 御提出いただきました意見については、氏名、住所、電話番号等個人情

報に関する事項を除き、すべて公開される可能性があることをあらかじ

め御了承願います。  

・ 皆様からいただいた意見に対し、個別にお答えすることはできませんの

で、その旨御了承願います。  
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「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令案」及び 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則の一部を改正する省令案」等の概要 

 

０．背景・趣旨 

平成 25 年 10 月の「水銀に関する水俣条約」の採択を受け、早期にこれを締結し、条

約の趣旨を踏まえた包括的な水銀対策の実施を推進すべく、平成 26 年３月に中央環境審

議会に「水銀に関する水俣条約を踏まえた今後の水銀対策について」が諮問され、同諮

問は循環型社会部会及び関係の部会に対し付議された。これを受け、循環型社会部会に

「水銀廃棄物適正処理検討専門委員会」が設置され、審議が進められ、平成 27 年２月に

中央環境審議会会長から環境大臣へ「水銀に関する水俣条約を踏まえた今後の水銀廃棄

物対策について（答申）」として答申がなされた。 

本答申では、水銀に関する水俣条約を踏まえた今後の水銀廃棄物対策について、水俣

条約における規定及び我が国が目指すべき方向性並びに我が国における水銀廃棄物の状

況を踏まえ、その環境上適正な処理の在り方として金属水銀及び水銀含有物を廃棄物と

して処分する際の環境上適正な処理方法並びに水銀添加廃製品の環境上適正な管理の促

進方策、その他、必要な対策等や今後の課題が取りまとめられた。 

また、東日本大震災を始めとする近年の災害の教訓として、災害により生じた廃棄物

を円滑・迅速に処理していくため、先般、廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び災害

対策基本法の一部を改正する法律（平成 27 年法律第 58 号）が施行されたところだが、

産業廃棄物処理施設における災害廃棄物の迅速かつ効率的な処理に資するようにするた

め、同施設で災害廃棄物を処理する場合の特例について、対象となる一般廃棄物を規定

する必要がある。 

以上の背景を踏まえ、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46 年政令第

300 号。以下「令」という。）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和 46 年

厚生省令第 35 号。以下「規則」という。）並びに特別管理一般廃棄物及び特別管理産業

廃棄物の処分又は再生の方法として環境大臣が定める方法（平成４年厚生省告示第 194

号。以下「194 号告示」という。）等を改正するものである。 

 

 

＜１．水銀関係＞ 

１－１．改正の概要 

（1）廃水銀等及びその処理物の特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物への指定（令

第１条及び第２条の４、規則第１条及び第１条の２並びに 194 号告示関係） 
 

水銀又はその化合物が廃棄物となったものについて、以下のとおり、新たに特別管理
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一般廃棄物及び特別管理産業廃物として規制対象に追加し、必要な処理基準を設けるこ

ととする。 

   

○特別管理一般廃棄物（令第１条） 

①  水銀又はその化合物が使用されている製品が廃棄物となったもの（以下「水銀使
用製品廃棄物」という。）のうち一般廃棄物であるものから回収した廃水銀 

 

②  ①を処分するために処理したもの（※１） 
 

（※１）ただし、環境省令で定める基準に適合しないものに限るものとする。当該環

境省令（規則第１条）において、この基準は、環境大臣が定める方法（※２）に

より処理したものであることとし、同方法について、194 号告示において、以下

のとおり定めることとする。 

・ 当該廃棄物を適切に精製したうえで、硫化設備を用いて十分な量の粉末状

の硫黄と反応させ、生じた硫化水銀について固型化設備を用いて十分な量の

結合剤により固型化する方法とする。 

 

 ○特別管理産業廃棄物（令第２条の４） 

 ① 廃水銀等（廃水銀及び廃水銀化合物のうち、事業活動に伴って生じたもの及び輸

入されたもの、人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれのあるものとして

環境省令で定めるもの） 

水銀又はその化合物が廃棄物となったもの（水銀使用製品に封入された水銀が廃

棄物となったものを除く。）について、以下のとおり、特別管理産業廃棄物として指

定することとする（規則第１条の２）。 

 

＜特定の施設から排出されるもの＞ 

・(ア)水銀若しくはその化合物を含む物又は(イ)水銀使用製品が廃棄物となった

ものから水銀を回収する施設において生じたもの 

・水銀使用製品の製造の用に供する施設において生じたもの 

・灯台の回転装置を有する施設において生じたもの 

・水銀を媒体とする測定機器（水銀使用製品を除く。）を有する施設において  

生じたもの 

・国又は地方公共団体の試験研究機関において生じたもの 

・大学及びその附属試験研究機関において生じたもの 

・学術研究又は製品の製造若しくは技術の改良、考案若しくは発明に係る試験研
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究を行う研究所において生じたもの 

 

＜水銀汚染物又は水銀使用製品廃棄物から回収されるもの＞ 

   ・水銀又はその化合物を含む物から回収した廃水銀 

・水銀使用製品廃棄物のうち産業廃棄物であるものから回収した廃水銀 

 

② 廃水銀等を処分するために処理したもの 

 

（2）(1)で指定された特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物に係る収集、運搬、処分

等の基準の改正（令第３条、第４条の２及び第６条の５並びに規則第１条の 14、第８条

の 10 及び第８条の 13 関係） 
 

① 収集運搬方法及び保管方法の追加 

廃棄物の飛散流出防止等の特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物に係る一般

的な収集運搬基準に加え、PCB 廃棄物や感染性廃棄物と同様、以下の基準もかける
こととする（令第４条の２及び第６条の５）。 
・運搬容器に収納して収集し、又は運搬すること 
・運搬容器は、密閉できることその他の環境省令で定める構造（収納しやすいこと

及び損傷しにくいこと）を有すること 

排出現場における保管（規則第８条の 13）及び積替え又は保管（規則第１条の 14

及び第８条の 10）にあたっては、上記と同様、以下の基準をかけることとする。 

・容器に入れて密封すること 

・高温にさらされないために必要な措置を講ずること 

・腐食の防止のために必要な措置を講ずること 

    

② 中間処理方法及び処分方法の追加 

特別管理産業廃棄物である廃水銀等の埋立処分にあたっては、あらかじめ環境大

臣が定める方法（※３）により処理することとし、環境省令で定める判定基準（※３）

を満たさない当該廃水銀等の処理物については、遮断型最終処分場にて処分すること

とし、判定基準に適合するものについては、生活環境の保全上支障を生ずるおそれの

ないように環境省令で定める必要な措置（※３）を講じた管理型最終処分場（水面埋

立地を除く）にて処分することとする（令第６条の５）。 

特別管理一般廃棄物である廃水銀の処分又は再生について、環境大臣が定める方

法（Ｐ２※２）により行うこととし、当該廃水銀の処理物の埋立処分にあたっては、

特別管理産業廃棄物の整理と同様とし、環境省令で定める判定基準（※３）を満たさ
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ない当該廃水銀の処理物については、遮断型最終処分場相当にて処分することとし、

判定基準に適合するものについては、生活環境の保全上支障を生ずるおそれのないよ

うに環境省令で定める必要な措置（※３）を講じた管理型最終処分場相当（水面埋立

地を除く）にて処分することとする（令第３条及び第４条の２）。 

 

（※３）上記「環境大臣が定める方法」、「環境省令で定める判定基準」及び「環境省

令で定める必要な措置」については、令における関係規定の施行日までに別途定

めることとする。 

 

（3）水銀含有等産業廃棄物に係る収集、運搬、処分等の基準の改正（令第６条及び第６条

の５関係） 
 

水銀使用廃製品廃棄物のうち産業廃棄物であるものであって、環境省令で定めるもの

については、「水銀使用製品産業廃棄物」（※４）と総称し、環境省令で定める水銀汚

染物（※４）及び水銀使用製品産業廃棄物を「水銀含有等産業廃棄物」と総称した上で、

以下のとおり、必要な処理基準を定めることとする。 

 

① 水銀使用製品産業廃棄物の収集・運搬基準の追加（令第６条第１項第１号関係） 

・破砕することのないような方法により行うこと 

・他の物と混合するおそれのないように他の物と区分すること 

・積替え又は保管を行う場合は仕切りを設ける等必要な措置を講ずること 

      

② 水銀含有等産業廃棄物の処分等の基準の追加（令第６条第１項第２号及び第６条の

５第１項第２号関係） 

・水銀使用製品産業廃棄物の保管を行う場合は仕切りを設ける等必要な措置を講ず

ること 

・水銀又はその化合物が大気中に飛散しないように、必要な措置を講ずること 

・水銀含有等産業廃棄物のうち環境省令で定めるもの（※４）については、あらか

じめ、環境大臣が定める方法（※４）により水銀回収を行うこと（※５） 

 

（※４）上記「水銀使用製品産業廃棄物」、「環境省令で定める水銀汚染物」、「環境省

令で定めるもの」及び「環境大臣が定める方法」については、令における関係規

定の施行日までに、別途定めることとする。 

（※５）令第二条の四第五号ト(1)及びヌ(1)に規定する廃棄物であって環境省令で定

めるもの（※４）についても同様とする。 
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③ 水銀使用製品産業廃棄物を安定型産業廃棄物の対象から除外（令第６条第１項第３

号関係） 

安定型最終処分場への埋立禁止を明確化するための措置を講ずる。 

 

（4）廃水銀等の硫化施設の産業廃棄物処理施設への追加等（令第７条及び第７条の２関係） 

 

① 廃水銀等の硫化施設の産業廃棄物処理施設への追加 

廃水銀等の硫化施設を、設置の際に許可を受けることが必要となる令第７条の産

業廃棄物処理施設に追加することとする。 

 

②  廃水銀等の硫化施設の縦覧等の対象となる施設への追加 
廃水銀等の硫化施設を、令第７条の２の生活環境影響調査書等の公告縦覧や市町

村長の意見聴取等の手続を要する産業廃棄物処理施設に指定することとする。 

 

１－２．経過措置 

①  廃水銀等を硫化処理してきた既存の施設に対する経過措置（附則第２条関係） 
改正令の施行の際現に１－１（４）①により産業廃棄物処理施設に追加される廃水銀

等の硫化施設を設置している者に対しては、法第 15 条第１項の許可を受けたものとみな

し、施行から３か月以内に都道府県知事又は令第 27 条第１項で定める市の長への届出を

義務づけることとする。 

 

②  罰則に係る経過措置（附則第３条関係） 
令の改正前にした行為に対する罰則の適用については、従前の例によることとする。  

 

１－３．施行期日（想定） 

 ・１－１（１）、（２）①は公布後速やかに施行。 

・１－１（２）②、（３）、（４）は平成 29 年秋頃施行。 

 

＜２．災害廃棄物関係＞ 

２－１．改正の概要 

○ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第 15 条の２の５の規定

による産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄物処理施設の設置の特例の対象とな

る一般廃棄物について、規則第 12 条の７の 16 第１号から第５号に掲げる一般廃棄物につ

いては、「他の一般廃棄物と分別して収集されたものに限る」ものと規定されている。 
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○ 一方、非常災害時においては、産廃処理施設で受け入れる災害廃棄物について、排出現

場から仮置き場まで運び出されるまでの間、一律に、他の一般廃棄物と分別して収集する

ことを求めることは、迅速な災害廃棄物の処理に支障を生じるおそれがある。 

○ 以上を踏まえ、特例を受けるべき産廃処理施設における一般廃棄物の適正処理を担保し

つつ、例外的に災害廃棄物の迅速かつ効率的な処理に資するようにするため、災害時にお

ける特例の対象となる一般廃棄物の分別の条件を整理する必要がある。 

○ 具体的には、規則第 12 条の７の 16 第１号から第５号に掲げる一般廃棄物について、「他

の一般廃棄物と分別して収集されたものに限る。」との条件について、以下一文を加える

こととする。 

 ・ ただし、非常災害のために必要な応急措置として、第２条の３第１号の規定による市

町村又は市町村から委託を受けた者からの委託を受けて処分することとなる一般廃棄

物であって、処分までの間に他の一般廃棄物と分別されたものについてはこの限りでは

ない。 

 

２－２．施行期日 

 公布後速やかに施行 

 

 

（以上） 
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